
東アジアの環境協力の進展

促進するために必要な要件について検討する。

経済成長や工業化の進展状況に伴い、直面する

環境問題は変化する。

世界銀行は環境問題を経済成長の段階により３

つにパターンに分類した 4。

タイプ１が衛生的な水のアクセスの不足など貧

困による環境問題で、経済発展と共に解決する。

タイプ２が SOx の排出などの工業生産が原因

の環境問題で、ある一定程度の経済発展と共に、

技術や規制の導入によって解決する。

タイプ３が温室効果ガス排出や廃棄物問題のよ

うな消費とライフスタイルに関連した環境問題

で、消費が大きくなるほど深刻化する。タイプ３

の問題では、技術開発が進んでも、消費が拡大す

ることによってその効果が相殺されてしまう。故

に、タイプ３の問題を解決するためには、従来の

大量消費型社会の見直しを含む構造転換が必要で

ある。

現在の東アジア地域ではこれらの３つのタイプ

の環境問題が同時進行しているのである。これら

の３つのタイプの環境問題に対する有効な処方箋

はそれぞれ異なる。故に単純に経済と環境の対立

構造で問題を捉えるべきではない。経済成長と環

環境問題はいまや、国境を越える問題として知

られている。東アジア地域 1 でも、それは例外で

はない。だが、東アジアはきわめて多様な地域と

国家によって形成されている。この地域において

有効な地域環境レジームは実現可能であろうか 2。

東アジア各国がもつ相違点として、まず第 1 に、

地理的要因が挙げられる。東アジア地域は非常に

多彩な気候風土を持つため、各国が異なる環境問

題と影響に直面している。

第 2 に、経済的な要因が挙げられる。環境問題

は、経済発展状況に大きく左右される。過剰浪費

が原因である環境破壊と貧困が原因である環境破

壊が同時進行している。

第 3 に、政治的要因が挙げられる。南北朝鮮と

中国・台湾問題のような政治的対立がいまだに残

る。さらに、京都議定書のような国際協定が影響

する範囲の違いも、優先順位に影響を与える。

これらの相違は必然的に、各国で重視される環

境問題の違いにもつながる 3。本稿では、東アジ

ア地域における環境対策と環境協力の進展を概観

し、東アジア地域の環境協力の特徴と課題を明ら

かにする。その上で、東アジアにおいて、各国の

相違を越えて、より実効力を持つ国際環境協力を
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東アジアの環境協力の進展

境問題の内容が問われなければならないのである。

東アジアの先進国である日本はどのように環境

規制を進めてきたのであろうか。1991 年に発表

された OECD レポートでは日本の環境政策の成

功を高く評価している。その要因として、技術利

用を促進する規制手法の適用、環境関連開発への

多額の投資、地方自治体による厳しい条例・要綱

や企業との協定が挙げられている 5。 

すなわち、技術開発重視と多様なアクターの参

加により、経済成長と環境保護の両立を達成した

とされている。

ただし、技術開発によって対応可能なタイプ 2

の環境問題への対策では非常に優れた成果を実現

した日本だが、消費の増加に伴うタイプ 3 の環境

問題への対策は順調であるとは言いがたい 6。

また、日本の環境アセスメント制度は 1998 年

にようやく確立されたが、これは中国やインドネ

シアなど、いくつかの東アジア諸国に遅れをとっ

ている 7。日本は対症療法的な環境規制や技術開

発においては優れた成果を収めてきたが、環境適

合型社会へ構造転換する取り組みが遅れている。

一方、タイプ１とタイプ２の問題に直面してい

る途上国が、環境問題解決の処方箋を経済成長と

考えて、経済成長の足かせになる規制に消極的に

なってもおかしくはない。加えて、経済発展の早

期段階では環境悪化が増大するが、経済発展の進

展により環境の質が改善されるとする環境クズ

ネッツ曲線という考え方がある 8。この考えによ

れば、経済成長が十分ではない途上国においては、

環境規制のレベルが低くならざるをえない。

だが、東アジア各国の環境法の整備状況を見る

と、経済発展以上に環境規制の進展の速度は速い。

原嶋と森田は日中韓の環境法制度と経済発展状況

を検証し、図 2 のように、中韓では日本の経験と

比べ、経済発展の進展より環境法制度の整備の速

度が速いことを明らかにした 9。原嶋・森田論文

が書かれた 1995 年以降の状況を見ても、表１に

見られるとおり、中韓の環境法の進展は著しい。

たとえば、中国は、2010 年までにエネルギー消

費の 10％を再生可能エネルギーで賄う目標を掲

げ、2005 年に再生可能エネルギー法を策定した。

このように、環境法制度の分野では、日本とは異

なる、あるいは進んだ環境法制度の整備を目指す

意欲が見てとれる。ただし、直面する環境問題の

優先順位が異なるため、整備される環境法規制に、

各国で相違があることも否めない。

環境対策は以下の５つに分類できる。第１が省

エネや脱硫装置などの技術開発による対策、第２

が企業との自主協定などの多様なアクターの自発

的意思による対策、第３が罰則や環境税などの法

制度による対策、第４が排出権取引のように環境

に値段をつけて市場に任せる対策、第５がライフ

スタイルの転換や発展のあり方を再考する価値観

の転換である。これらの５つの対策が相互作用し
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つつ、環境対策は進展していくと考えられる。

政府による法制度面での対策だけでは環境対策

としては不十分であることは間違いない。また、

経済成長が環境対策を必ず促進するというわけで

もない。環境意識をもつ多様なアクターによる総

合的な対策が必要である。このような対策を適切

かつ迅速に行うために、国境を越える重層的な環

境協力は不可欠である。

具体的な国際環境協力の進展の歴史について触

れる前に、本稿における重要な概念である環境ガ

バナンスと環境レジームについて整理を行いたい。

Rosenau は国際政治の分野において、「政府な

き統治」という概念を提示し、政府（government)

と統治 (governance) の乖離を明らかにした 10。た

とえ中央政府の存在がなくても、規範やルールが

遵守される過程や状態は存在する 11。さらに、政

府の限界が明らかになるにつれて、国際関係のみ

ならず、国家レベル、地方自治レベル、企業レベ

ルなど幅広いレベルでガバナンスという用語が使

用されるようになった。だが、適用されるレベル

や問題領域に応じて、ガバナンスの定義も捉え方

も異なり、統一的な見解は存在しない。

ただし、グローバル・ガバナンス委員会がガバ

ナンスを「個人と機関、私と公とが、共通の問題

に取り組む多くの方法の集まり」12 と定義したよ

うに、ガバナンス論では、ガバナンスに多様なア

クターが参加することが当然の前提となっている。

環境ガバナンスは、環境に関わりを持つあらゆ

る利害関係者が互いに協力を行いながら問題解決

に取り組む方法や手段の集まりと考えることがで

きよう。各アクターが自らの役割と得意分野を認

識して活動し、さらに各アクター間のパートナー

シップを構築・促進することにより環境対策を実

現していくプロセスこそが、環境ガバナンスが進

展している状態と考えることができる。環境ガバ

ナンスは、グローバル、リージョナル、ナショナ

ル、ローカルとマルチレベルで相互作用をしなが

ら進展する。

Hempel によれば、効果的な環境ガバナンスを

実現するためにはグローバル、ローカル双方の目

標を高めねばならず、主権国家が有する環境への

権限を超国家主体と地域コミュニティに再分配し

なければならないだろうとしている 13。 
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レジームについては、「国際関係の特定の分野

における明示的あるいは黙示的な、原理、規範、

ルール、そして意志決定の手続きの集まりであり、

それを中心として行為者の期待が収斂していくも

の」14 という Krasner の定義が有名である。ただ

し、現在存在する大多数の環境レジームは、枠組

み条約を軸として、定期的な締約国会議を開催し、

そこでの合意によって国際的な規制を決定する手

法がとられている。そのため、現在の地球環境レ

ジームの研究動向を見ると、多様なアクターによ

る水平的な協調というよりも、条約を中核とした

国家間合意に焦点が当てられる傾向が見られる。

本稿における「環境レジーム」も、枠組み条約を

中核とした国家間の合意形成ルールとそれに伴う

規制を想定している。

このようなレジーム論とガバナンス論の存在を

念頭に置きながら、東アジア地域における国際環

境協力の歴史的経過を概観する。

表２は、東アジア地域の主要な多国間環境協力

の進展状況をまとめたものである。多国間環境協

力は、技術支援や援助を含む共同プロジェクトと、

多国間環境規制の大きく２つの形態に分類でき

る。多国間環境規制は、対話から統一的規制まで、

そのレベルに応じて段階的に分類することができ

る。具体的には、①政策対話スキームによる環境

問題認識の共有、②共通手法による環境汚染の共

同モニタリング、③特定の問題に対する法的拘束

力を持たない共通の環境対策計画、④条約・議定

書による環境汚染の統一的規制、の４段階である。

東北アジアにおいては、冷戦の終了に伴い、①

の段階の環境協力対話枠組みが急速に進展した。

「北東アジア地域環境プログラム」（NEASPEC）15

など、定期的協議を行う東北アジアの多国間環境

協力の出発点は 1990 年代前半に集中している。 

ASEAN では 80 年代から環境大臣会合を実施

し、①の段階を満たしてきた。

②の形態として「東アジア酸性雨モニタリング

ネットワーク」（EANET）やアジア有害廃棄物

輸出入防止国際ネットワークが挙げられる。

③の段階の法的拘束力を持たない共通の環

境対策計画は、「北西太平洋地域海行動計画」

（NOWPAP）16 の油流出事故緊急時対応計画など

が挙げられる。

④の段階への国際協力は、ASEAN 煙霧協定が

挙げられる。ASEAN 煙霧協定により、東アジア

地域では初めて法的拘束力を持つ統一的規制が達

成されることになった。

NOWPAP 油流出事故緊急時対応計画はナホト

カ号事故、ASEAN 煙霧協定はインドネシア大火

災という、近隣諸国に明確なショックを与える事

件の教訓を生かして制定された。純粋な科学的知

見の成果で、③、④の段階に至ったのではない。 

②のモニタリングによる科学的知見の共有

で、③、④の段階に移行しつつある事例として、

EANET が挙げられる。EANET は、地理的要因

の相違を越えて、東アジアのほぼ全域の国々の参

加が実現した環境協力枠組みである。EANET は

国際地域協定化をめざして、資金拠出や法的性格

についての議論が進められている 17。EANET を

土台とした酸性雨問題に対する多国間環境規制

が、今後の東アジアの地域環境レジーム形成をめ

ぐる重要な先行事例となることは間違いない。

欧州の酸性雨問題 18 では、冷戦対立構造を超

えて環境協力が実現し、1979 年には東西両陣営

諸国が参加する形で④の段階である長距離越境大

気汚染条約が調印されている。この欧州の事例は、

国際環境協力が、既存の政治的緊張関係を緩和す

る一つのきっかけになりうることを示している。 
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ここまで国家アクターによる国際協力の進展を

概観したが、東アジアにおける非国家アクター間

の国際協力はどのように進展したのであろうか。

1972 年の国連人間環境会議に水俣病患者とそ

の支援者が参加したように、市民による公害被害

の国際的アピールは早い段階から行われてきた。

1990 年代には、東アジアの NGO の間で、国

境を越える本格的な環境対策を目指す連帯が始

まった。1991 年には、東アジア各国の環境 NGO

や専門家などが集まり、第１回「アジア・太平

洋 NGO 環境会議」（APNEC）がバンコクで開催

された。さらに、1994 年の第３回 APNEC では、

アジア・太平洋各国・各地域の環境問題の情報を

交換し、協力を推進させるための恒常的な組織の

設置などが決議されている 19。

1995 年には、日本・韓国・中国・台湾・香港・

モンゴル・ロシアの東アジア 7 カ国・地域の 17

団体の環境 NGO によって、「東アジア大気行動

ネットワーク」(AANEA) が発足し、市民による

実務的な環境対策協力がスタートした 20。

地方自治体間の国際協力の進展も見逃せない。

1996 年には、「北東アジア地域自治体連合」

（NEAR）が設立され、文化・経済・環境など様々

な分野での国際的な地方自治体協力を実現してい

る。NEAR には環境分科委員会が設立され、海

辺の漂着物調査や渡り鳥の調査などの、地方自治

体間の国際環境協力を実現した 21。

このほかにも「アジア大都市ネットワーク21」22

などの都市間ネットワークが積極的な国際環境協

力を推進している。

積極的な地方自治体の国際環境協力を推進し

ている都市として北九州市が挙げられる 23。2000

年には「クリーンな開発のための北九州イニシア

ティブ」が採択され、アジア太平洋地域の都市間

環境協力が進められている。さらに北九州市は東

南アジア中心の「アジア環境協力都市ネットワー

ク」と東北アジア中心の「東アジア都市会議」と

いう二つの環境協力枠組みに参加することで、図

３のように東アジア全域を結ぶ国際環境協力の都

市間ネットワークにおける中心となっているので

ある。
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このように、東アジア地域においても、非国家

アクターによる国際環境協力関係が生み出されて

いた。1990 年代中盤以降には、非国家アクター

による実務的な環境対策協力が、国家間合意に先

行する形で動き始めているのである。

この章で概観した東アジア地域の国際環境協力

を整理することで、３つの特徴が見えてくる。

まず第 1 に、日本のイニシアティブの重要性

である。東アジアの多国間環境協力では、いず

れの環境問題でも、日本の政治的イニシアティ

ブ・資金・技術・経験が大きな影響を与えてい

る。EANET では、資金の大半を日本が負担する

ことで、資金負担が困難なカンボジアやラオスを

含む多くの国の参加を促してきた 24。日本が直接

関係しないメコン河流域の環境保全事業などの国

際河川流域管理にも、日本の資金が投入されてい

る 25。

国際環境対策参加のインセンティブを確保し、

後発性の利益を確実に途上国に保証するために、

日本の支援は重要である。また、経済への悪影響

なしに環境対策を進めてきた日本の経験は貴重で

ある。日本の中央政府・地方自治体・環境 NGO

などによる重層的な国際協力を推進することで、

東アジア全域の環境知識と意識、そして環境技術

の水準を高めることが、今後も必要であろう。

第 2 に、圧倒的な人口と国土の広さを持つ中国

の影響が挙げられる。中国の急速な工業化と経済

発展は、その人口規模が巨大であるため、地球環

境全体にも非常に大きな影響を及ぼす。その影響

の巨大さ故に、中国が参加しなければ国際環境対

策協力が無力化する危険がある。一例として、酸

性雨問題では、表４に見られるとおり、中国での

原因物質排出量は急増している。日本が気候変動

枠組み条約事務局に提出した国家報告書による

と、2003 年の日本の SO2 排出量は 84.9 万トンで

あった 26。中国は日本の 25 倍以上の SO2 を排出

していることになる。中国の参加がなければ東ア

ジア地域の環境問題解決は不可能であろう。

その一方で、政治的要因により、中国の参加は、

台湾の参加の困難性にもつながっている。
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中国が環境対策を推進するインセンティブを日

韓が供給できたことが、日中韓が緊密な環境協力

を実現できた要因の一つとして挙げられる。ただ

し、越境環境協定交渉においては、潜在的な環境

破壊能力すらも、交渉の手段として機能する。オ

ゾン層保護問題では、潜在的オゾン層破壊物質生

産・消費国である中国とインドは、不参加をちら

つかせることで、先進国からの資金提供を勝ち

取った事が指摘されている 27。被援助国であると

しても、中国の発言力が弱いというわけではない。

日本と中国の重要性は、東アジアの環境協力の

非対称性を示している。東アジアにおいて地域環

境レジームが実現したとしても、日中の参加がな

ければ、それが有効性を持ちうるかは疑わしい。 

第３に、地方自治体や NGO による国境を越え

る下からの環境ガバナンスが、国家間の政治的対

立の壁を越える形で、東アジアにおいても構築さ

れているという点である。今後、このような環境

ガバナンスをいかに強化するかが問われている。

本章では、東アジアにおいて、国際環境協力が

進展した背景について検討したい。

東アジアの国際環境協力が急速に進展した

1992 年以降の東アジア主要各国の人間開発指数

（HDI）、一人当たり GDP、一人当たり CO2 排出

をまとめたのが表５である。

東南アジアにおいては、依然、一人当たり

GDPでは大きな格差がある。だが、HDIの面では、

各国が急速に接近している。一人当たり CO2 排

出では各国が急速な排出量の伸びを示しており、

経済構造の著しい変化が読み取れる。

一方、東北アジアでは、韓国がすべての指標で

急速に日本に迫っている。さらに中国も急速な経

済成長を遂げている。ただし、HDI や一人当た

り GDP、一人当たり CO2 排出のいずれにおいて

も、日韓と中国との格差は依然大きい。

ASEAN 煙霧協定や EANET の事例から、対

等な国際環境協力を進める上で、GDP 格差が決

定的な障壁にはなりえないことがわかる。

一方、一人当たり GDP が低水準であるにもか

かわらず HDI が比較的高いベトナムは、3R イニ

シアティブなどのような ASEAN 以外の環境協

力枠組みにも積極的に参加する姿勢を見せてい

る。

HDI の向上は教育水準の向上と衛生状態の改

善も意味する。教育水準の向上は市民の環境意識

の土台となる。さらに、貧困を原因とする劣悪な

衛生状態が改善されることで、工業化や消費を原

因とする環境問題への対策の優先順位が高まると

考えられる。酸性雨や温暖化、廃棄物問題など、

越境型環境問題の多くは工業化や過剰消費が原因

の環境問題である。また、人間の生存が脅かされ

ている状態で生態系保護に力を注ぐことは困難で

あろう。対等な環境協力を実現するためには問題

意識の共有が必要である。HDI は、異なる経済

成長を遂げた各国が問題意識を共有するための土

台となっていると考えられる。

ただし、カンボジア、ラオスのように HDI で

も GDP でも下位にある国にとっては、環境保護

のための資金拠出やモニタリング体制の整備は困

難である 28。これらの国も含めた広範な参加を実

現するために、経済力のある国の支援が重要であ

ろう。

また、GDP 格差が障壁になりえないとしても、

経済的要因によって環境協力が無力化する危険が

ある。2004 年に、中国は日本由来の廃プラスチッ
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ク輸入停止決定を下した。だが、この事件以後も

日本の処理体制は改善されていない。日本から香

港への輸出が急増し、香港を経由した迂回ルート

が増大する結果に終わったとの指摘がある 29。

現在、日本・ASEAN 包括的経済連携構想の下、

日本と ASEAN 各国と経済連携協定（EPA）が

協議されている 30。日本・ASEAN 間 EPA の大

筋合意や共同声明を見ると、いずれの合意・声明

もエネルギー・環境分野協力が含まれている 31。

FTA ではなく、より協力対象範囲の広い EPA

を中心に協力体制が推進されている点に、単なる

経済関係に留まらない日本の東アジア共同体形成

戦略の一端が見てとれる。

経済のグローバル化が進行する中では、有効な

環境対策協力を実現するために、多国間で多様な

アクターによる総合的な対策と協力が必要であ

る。東アジア地域の大きな課題であろう。

では、対策に参加するアクターの状況を検討し

てみよう。Haas は、地域環境レジームの構築に

必要な５つの要素を挙げている。（１）国家的リー

ダーシップの必要性、（２）国際機関の参加、（３）

多国間科学ネットワークの設立、（４）ＮＧＯの

参加、（５）一般市民の関心、の 5 つである 32。

（１）に関しては、日本の存在が挙げられる。

酸性雨、廃棄物対策、生物多様性などの東アジア

の多国間環境協力の実現は、日本のイニシアティ

ブと資金力の影響によるところが大きい。

（２）の国際機関の参加については、国連

環境計画（UNEP）の地域海行動計画である

NOWPAP をはじめ、UNEP が事務局を務める

EANET、国連開発計画（UNDP）などの支援が

あった「メコン河委員会」（MRC）など、国際機

関の参加事例は数多い。これらの国際機関は、国

際環境協力の出発点としての役割や、幅広い参加

の実現と維持のための調整役など、重要な役割を

果たしている。

1990 年代後半からは、東アジアにおいて（３）

の多国間科学ネットワークが急速に整備され、稼

動に成功している。EANET はその代表的な事例

といえる。環境問題に対する情報は、その分析手

法などによって全く異なる結果が生じうる。たと

えば、酸性雨問題では、日本に沈着する SOx の

中国からの寄与は、研究グループによって 49%

から３%と大きく開きが生じているという 33。多

国間科学ネットワークは、共通の手法で実際の影

響を把握し、国際環境対策を進める土台を築く上

で必要な存在である。このような科学ネットワー

クは、自国に有利な科学的知見のみを利用しよう

とすることで生じる国際的対立を防止するため

に、多国間であることに意味がある。

（４）の NGO の参加の重要性も、東アジアの

国際交渉の舞台で認められつつある。2005 年の

３Ｒイニシアティブ閣僚会合では、NGO に３Ｒ

活動の実施、普及啓発、民間・政府の取組の監視

という役割があることに合意した 34。「アジア森

林パートナーシップ」（AFP）では、NGO が国

家と対等の立場で協力に参加することが認められ

ている。

ただし、実際の NGO の能力が十分なものであ

るかは疑わしい。現在、AANEA は資金不足など

の理由により、活動をほぼ停止しているという 35。

国家に対抗しうるほどの専門性を持つ国際的な環

境 NGO のネットワークは、東アジアにおいて実

現しているとはいいがたい。

NGO への参加者も欧米に比べると極めて少な

い。2004 年の段階で、グリーンピースの会員数

は日本では約 5500 人、中国では約 2 万人である

のに対して、ドイツでは約 53 万人、オランダ

では約 67 万人にもなる 36。日本最大規模の環境

NGO である日本野鳥の会の会員数も約 5 万人に

すぎず 37、日本と欧米における環境 NGO への参

加者数の違いは歴然としている。このような会員

数の違いはそのまま、活動資金と活動力の違いに

つながる。ドイツ最大規模の環境 NGO、BUND

の 2005 年の年間収入は約 1300 万ユーロ（約 20

億 5000 万円）で、80%以上が会費や寄付による
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収入である 38。一方日本最大規模の環境 NGO、

日本野鳥の会の 2006 年の収入は約 11 億円だが、

会費や寄付による収入は 30%未満で、事業収入

が約 57%を占める 39。

中国では、政治的圧力がある中でも環境 NGO

の規模と影響力が拡大し、行動の種類も多様化し

ている 40。「中国政法大学公害被害者法律援助セ

ンター」（CLAPV）のような、環境問題の被害者

を法律の側面から支援する環境 NGO も登場して

いる。こうした活動が、中国全体の環境意識を向

上させることが期待される。ただし、NGO の活

動に対する共産党と国の管理を何としても強力に

維持しようとする政府の政治的圧力が存在するた

め、自由な活動が阻害されているという指摘があ

る 41。

Haas は挙げていないが地方自治体の役割も重

要である。日本の公害対策は地方自治体による条

例制定によって進展した側面が大きい。これは、

日本の環境対策の経験が地方に蓄積されているこ

とを意味する。また、日本の酸性雨研究では、地

方自治体レベルでの研究成果が、国家レベルでの

調査を補完し、かつ信頼性を高めている 42。

地方自治体や市民・NGO などによる国際的な

協力や連帯が、この地域における環境問題への意

識を高め、実効力のある取り組みを生み出すきっ

かけともなっている。日本海での海洋浮遊ごみ対

策は、地方自治体間の国際協力が国家間協力に発

展した事例である。北京と台北が共に共同宣言

に参加した「アジア大都市ネットワーク 21」や

北朝鮮の自治体２つが参加する NEAR のように、

国家間協力を行いにくい国・地域の自治体が共に

参加する地方自治体間国際環境協力も実現してい

る。

政府間交渉でも地方自治体の重要性は認識され

ている。2005 年の NOWPAP 第 10 回政府間会合

では、日本が、海洋ゴミ問題に対して NGO や地

方自治体との協力の重要性を強調した 43。

（５）の市民の環境意識はどうだろうか。表６は、
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2005 年に朝日新聞社などが行った日韓中 3 カ国

世論調査の環境関連設問の結果である。この調査

によると、日韓中 3 カ国すべてで、90％近くの人

が地球環境への関心を持っていることがわかる。

また、地球温暖化防止のために生活水準を下げる

ことに同意した割合が多数を占めている。

同じく 2005 年の日本の内閣府の日本人への調

査では、環境と経済の関係について、「環境保全

の取組を進めることは，経済発展につながる」と

の回答が 31.8％，「環境保全の取組を進めること

は，必ずしも経済発展を阻害するものではない」

との回答が 22.0％となり、環境と経済の両立が実

現可能であるとする回答が過半数を超えた。一方、

「環境保全は後回しにしても，経済発展を優先す

るべき」と答えた者の割合が 3.2％に留まってい

る 44。

この結果からは、環境と経済の調和という持続

可能な発展の言説が日本において深く浸透してい

ることをうかがわせる。

韓国ではどうであろうか。具は 1982 年から

1992 年までの世論状況を分析し、この時期に韓

国での環境意識が急激に深化・拡散しているとし

た 45。

だが、韓国の国会運営委員会が韓国政党学会に

依頼して行った 2005 年の世論調査では、54％が

「経済成長が環境保護より重要」と答え、環境意

識の低下を示した。1995 年のギャラップ調査で

は「経済成長が多少遅延したとしても、環境保護

を優先すべき」が 89％と圧倒的に多かったとい

う 46。

世論調査結果では中国における環境問題への認

識が非常に高いことが伺える。しかし、これは中

国国民が環境保護に積極的に行動していることを

意味するわけではない。李は、中央政府が環境対

策への意欲を持っているのに対し、その他の主体

がそうした意欲を持っていないことを問題視して

いる 47。中央政府にすべてをゆだね、他の主体が

具体的な行動をとらないのであれば、有効な環境

保護活動を実現できるかは疑わしい。具体的な行

動や痛みを伴う段階において、市民が環境保護意

識を保ち続けることができるかが問われている。

東北アジアを中心に、各アクターの国際環境対

策への関与状況を検討した。未だ十分とは言いが

たいが、国境を越える環境ガバナンスは着実に進

展し、国際環境協力を後押ししているといえよう。

環境保護意識の高いアクターを中心とした協力と

交流により、各アクターの意思と能力は向上して

おり、枠組み条約を中核とした地域環境レジーム

形成の準備は整いつつあるのである。

第１章では、環境法制度の整備状況から、東ア

ジア全域で環境対策の重要性が認識されているこ

とを明らかにした。第２章では国際環境協力の進

展状況を概観することで、東アジアでも、条約を

中核とした地域環境レジームが実現しつつある段

階にまで国際環境協力が進展していることを明ら

かにした。さらに、第３章では、地域環境レジー

ムを有効に機能させる土台となる多様なアクター

の参加が、東アジアにおいても着実に進展してい

ることを明らかにした。ここまでの検討により、

地理的要因や経済的要因を乗り越えて、国際環境

協力が進展していることが明らかになった。

一方で、依然、政治的要因による障壁が国際環

境協力の大きな阻害要因であることも見えてく

る。とりわけ、東アジアの環境問題において、最

も重要な国家である日本と中国が、それぞれ冷戦

の残滓である日朝関係と中台関係という対立構造

を克服できていない。このことが大きな阻害要因

となり、東アジア全域をカバーする多国間環境対

策協力が実現困難な状況となっている 48。最後に、

このような政治的対立構造を乗り越えて、東アジ

ア全域が目標を共有する実効力を持つ多国間環境

対策協力を実現するための要件を検討したい。
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UNEP が発行した 2003 年の北朝鮮の環境白書

では、急速な森林劣化などの深刻な環境破壊の

実態が報告されている 49。韓国の提唱によって設

立された NEASPEC への参加にみられるように、

北朝鮮は環境協力については孤立路線を歩んでい

るわけではない。2005 年には中朝間で環境保護

協定が結ばれている。計画の採択には加わらな

かったものの、北朝鮮は NOWPAP の作成交渉

には参加している。だが、現在のところ、日本主

導の環境協力にはあまり参加できていない。

また、一つの中国という政治的立場を維持する

中国への配慮から、この地域における多国間協定

への台湾の参加は難しい状態にある。一例として、

2005年7月には、日本と台湾の漁業交渉に対して、

中国外交部が反対の意を示している 50。

北朝鮮と台湾が参加する国際環境対策協力を実

現するためには、現在、３つの経路が考えられる。

まず、NGO や地方自治体などの非国家アクター

の働きを強化・促進することである。これまでに

見たように NGO や地方自治体間協力であれば、

中国と台湾の関係者が共通の課題に取り組むこと

ができる。また、環境 NGO と国家アクターによ

る国際環境協力も実現している。2002 年 12 月に

は韓国の環境 NGO、韓国環境運動連合と北朝鮮

のチョン・クムジン内閣責任参事が、朝鮮半島の

主要な河川源流域での環境調査事業を行うことに

合意した 51。このように下からの環境ガバナンス

を構築することで、実質的に環境対策協力を進展

させることは可能であろう。

第２に、日中韓が一つの軸となり、環境外交分

野において相互補完的な役割を果たすことで、東

アジアの機能的結合を推進することである。バイ

ラテラルな協定を積み重ねることでも、環境目標

や抜け穴防止対策を共有することが可能であろ

う。

実際、韓国と中国の協力プロジェクト「黄海

広域海洋生態系」事業に北朝鮮も参加すること

が 2006 年 11 月に決まった。このように、中韓は、

北朝鮮の核実験という政治的危機の後であって

も、北朝鮮を枠内に取り込んだ上で多国間環境

協力を進めようとしている。また、2005 年 12 月

に日本と台湾との間で有害廃棄物に関する協定

が結ばれた。台湾が、環境保護に関するバイラ

テラルな協定を締結したのは、この事例が初め

てである 52。

第 3 に、既存の地球環境レジームを積極的に利

用する方法が挙げられる。中国との関係上、台湾

は地球環境関連条約に加盟できていない。だが、

台湾はワシントン条約 53 やバーゼル条約 54 など

のいくつかの環境条約に対し、条約参加国になら

ずとも、その規制に従う意向を示している 55。

冷戦時においても東西諸国間の環境協力が実現

した欧州の事例に見られるとおり、各国市民の支

持とニーズの双方を満たす環境協力は、最も協力

関係を築きやすい政策分野のひとつといえよう。

環境保護のための機能的連帯の促進により、重層

的な交流と相互理解を実現することが、平和的な

東アジア共同体を形成する重要な一歩となりうる

と考えられる。そのために市民の果たすことので

きる役割は増している。東アジアの市民が、国家

間の政治的対立の壁を乗り越えて、全ての現代世

代と将来世代の生命・生活を守る意識をもちうる

か否かが問われている。とりわけ、自らが有する

経済力および政治参加の手段と権利の分だけ、日

韓市民の責任は重いといえよう。 
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In East Asia, the geographic, economic, and 

political differences are the three barriers that 

obstruct the progress of regional environmental 

cooperation. This paper verified the manner in 

which environmental cooperation in East Asia 

progressed beyond these barriers.

From an early stage, every national govern-

ment in East Asia has recognized the necessity 

of environmental measures; this has been proven 

by the maintenance of an environmental law in 

each state.

A general view of the environmental coopera-

tion in East Asia brings to light three character-

istic aspects: the importance of the Japanese ini-

tiative, the considerable influence of the Chinese 

environment, and the progress of environmental 

governance. 

While regional environmental cooperation in 

East Asia has progressed beyond geographic 

and economic differences, the issue of political 

differences remains unsettled. 

However, despite the differences in the politi-

cal systems, environmental governance has pro-

gressed steadily. NGOs and certain local govern-

ments are playing an important role in bringing 

about regional environmental cooperation. I ex-

pect the progress of environmental governance 

to be the first step towards the realization of a 

peaceful East Asian community. The citizens of 

Japan and South Korea, who have political rights 

and economic power, have an important role in 

achieving this goal.

“The Progress of Regional Environmental Cooperation in East Asia”

NOGUCHI Takeshi (Research assistant of Waseda University)
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